
千葉県介護に関する入門的研修事業委託プロポーザル募集要項 

 

１ 業務名  

千葉県介護に関する入門的研修事業 

 

２ 事業の目的・内容 

介護未経験者に対し、研修や職場体験、介護事業所等へのマッチング支援を実施する

ことにより、介護分野への参入のきっかけを作り、介護の業務に多様な人材の参入の促

進を図る。 

 

３ 委託料上限（単位：千円） 

  ５，６６０千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

  ※当該委託料は、令和７年２月議会において、令和７年度予算案が成立することを  

前提とします。 

 

４ 応募資格 

 次の（１）から（６）までのすべての条件を満たすものとします。 

（１）仕様書で定める業務について、十分な業務遂行能力を有し、適正な執行体制を有す

ること 

（２）法人格を有している団体であること 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者に該当

しないもの 

（４）宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと 

（５）特定の公職者（候補者を含む）、又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした

団体でないこと 

（６）暴力団でないこと及び暴力団若しくは暴力団員の統制下にある団体でないこと 

 

５ 委託期間 

  契約日から令和８年３月３１日まで 

 



６ 主な対象経費 

  人件費、交通費、運営費（消耗品費、通信費、賃借料、普及啓発資料作成費を含む。）、

その他 

 

７ 説明会 

  委託業務の詳細及び受託申込書等の記載方法等について説明会を開催します。 

（１）日時 令和７年２月２６日（水）午後２時から 

（２）方法 zoom を活用し、オンライン形式で実施 

 ※当説明会に出席しなくても、プロポーザルには参加いただけます。 

 

８ 質問の受付及び回答 

（１）受付方法 

本件に関する質問はすべて様式３「質問書」により行うものとし、本募集要項「11 

問い合わせ先」に持参又は電子メール（受信を確認すること）により提出すること。 

ただし、提案の状況、選考委員名等に関する質問は受け付けない。 

（２） 提出期限：令和７年２月２７日（木）午後５時必着 

（３） 回  答：（１）により受け付けた質問について、回答を行います。 

 

９ 応募方法 

（１）提出書類 

  ア 千葉県介護に関する入門的研修事業受託申込書【様式１】 

  イ 経費見積書【様式２】 

  ウ 法人の定款 

  エ 法人全体の最新の決算書 

オ その他、参考資料があれば添付 

  ※職業安定法第４条第９項に規定する職業紹介事業者であれば、職業紹介許可証の写

しも添付すること。 

 

（２）提出部数 

   正本１部、副本６部 



（３）作成上の注意事項 

  ア 原則としてＡ４サイズ（縦）で統一すること。 

  イ 片面印刷とし、各ページの下部にページ番号を通しで振ること。 

  ウ 左側に２つ穴をあけ、こより紐等で一部ずつ編刷すること。 

ホチキスやクリップ類は用いないこと。 

  エ 各様式の１枚目に「様式○」のように、様式番号等を記載した

インデックスシールを貼付すること。 

 

（４）応募方法 

  ア 応募書類の提出方法 

    持参又は郵送（ＦＡＸ、電子メールでの応募は不可） 

  イ 応募書類の受付場所 

千葉県 健康福祉部 健康福祉指導課 福祉人材確保対策室 

    〒260-8667 千葉県千葉市中央区市場町１－１ 千葉県庁本庁舎１３階 

  ウ 応募書類の受付時間 

    午前９時から午後５時まで（土・日曜日及び祝祭日を除く。） 

  エ 応募書類の提出期限 

令和７年３月５日（水）午後５時（必着） 

   ※ 未着、遅延等の場合は、原因の如何を問わず失格として取り扱う。郵送する場

合には、十分な余裕をもって発送すること。 

 

10 審査 

（１）提出書類の形式的審査を行い、その後に受託事業者選考会議において書面審査及び

ヒアリングを行った上で、受託事業者を採点します。県は、会議の全提案者の採点  

結果を参考に受託事業者を選定します。なお、必要ないと認めた場合はヒアリングを

実施しない場合があります。 

 

（２）受託事業者選考会議のヒアリングの実施は、令和７年３月中旬に行う予定です。詳

細については、後日、応募者に対して通知します。 
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（３）以下の審査基準により総合的に評価し、選定します。 

№ 審査項目 審査基準 

１ 事業実績 法人として介護人材育成に関する研修及びマッチング支援等の実績

があるか。 

２ 実施方針 法人の千葉県介護に関する入門的研修事業の実施方針が仕様書及び

実施要綱に合致しているか。 

３ 

 

職員の配置体制 介護に関する入門的研修の実施に必要な能力・経験を有した者が 

配置されているか。 

支援員は、受講者と介護事業所等とのマッチング支援及び職場見学・

職場体験を実施できる能力を有しているか。 

４ 千葉県介護に関

する入門的研修

事業の業務体制 

研修を行う上で、十分な広さ及び設備が整っている研修会場が想定

されているか。 

研修内容が事業の目的及び実施要綱に合致しているか。 

職場見学・職場体験先の確保及び安全体制は確保できているか。 

受講者のうち、職場見学・職場体験や介護分野での就労を希望する

者の相談に対し、介護事業者等と連携する等の効果的な支援が期待

できるか。 

福祉人材センターや事業者団体等との連携が期待できるか。 

広報・周知活動について、多くの受講対象者を集めることが期待  

できるか。 

職場見学・職場体験やマッチングにあたっては、高齢者の食事や排

せつなどの専門的な業務以外の就労など、対象者のニーズを踏まえ

た就労につながりやすい支援を期待できるか。 

５ 管理体制 利用者の個人情報の適切な取扱いを確保する措置は取られている

か。 

６ その他 

 

 

見積経費は、事業の適正運営のために適当と認められるか。提案  

内容の費用対効果は高いか。 

事業を遂行するにあたって、独自の取組みによる実施効果の向上が

期待できるか。 

 



（４）選考結果は、応募者に文書で通知します。 

 

11 問い合わせ先 

  〒260-8667 千葉県千葉市中央区市場町１－１ 

  千葉県健康福祉部健康福祉指導課 福祉人材確保対策室 

  電話：043-223-2606 ＦＡＸ：043-222-6294 

 

12 募集資料の配布 

  募集資料については、説明会及び前項記載の問い合わせ先で配布するほか、千葉県庁

のホームページからダウンロードすることができます。なお、（５）については、募集に

当たって参考として配布するものであり、委託契約における仕様書とは異なる場合が 

あります。 

（１）千葉県介護に関する入門的研修事業受託申込書【様式１】 

（２）経費見積書【様式２】 

（３）千葉県介護に関する入門的研修事業実施要綱 

（４）千葉県介護に関する入門的研修事業 業務委託仕様書 

（５）個人情報取扱特記事項 

（６）談合等及び暴力団等排除に係る契約解除と損害賠償に関する特約条項 

 

13 応募者の失格事由 

  次のいずれかに該当する場合は失格とします。 

 （１）応募資格のない者が応募した場合 

 （２）提出期限を過ぎて応募申請書が提出された場合 

 （３）提出した応募申請書に虚偽の記載があった場合 

 （４）会社更生法等の適用を申請している等、契約履行が困難と認められると判断され

る場合 

（５）選考の公平性を害する行為があった場合 

 

 

 



14 委託契約 

  上記 10 の審査を経て県が選定した申請者と協議の上、事業実施に係る委託契約を締結

します。 

  （留意事項） 

（１） 提案書の提出及び選考会議の開催は、提案内容及び応募団体の審査・選定のため

のものであり、また、選定は提案内容をそのまま了承するものではありません。 

（２） 契約にあたっては、千葉県財務規則第９９条の規定により、契約金額の百分の十

以上の契約保証金を納める必要があります。なお、契約保証金は免除する場合があ

ります。 

（３） 本件受託業務の全部を第三者に再委託してはいけません。ただし、受託業務の一部

の再委託については、書面により県の承諾を得たときは、この限りではありません。 

 

15 スケジュール（予定） 

       令和７年２月１２日（水）～  募集開始 

２月２６日（水）   説明会 

３月 ５日（水）   書類提出期限 

３月１７日（月）   選考会議の実施 

３ 月 下 旬    選考結果の通知 

４ 月 １ 日    委託契約の締結 

４ 月 以 降     研修開始 

 

16 注意事項 

（１）県は、業務の実施状況について、必要に応じて報告若しくは資料の提出を求め、又

はこれに関する台帳その他関係書類を閲覧し、調査することがあります。 

（２）業務の遂行にあたっては、利用者及びその関係者のプライバシーの保持に十分配慮

するとともに、業務上知りえた秘密を第三者に漏らしてはいけません。 

（３）県は、「談合等及び暴力団等排除に係る契約解除と損害賠償に関する特約条項」に該

当する場合や委託業務に着手すべき時期を過ぎても委託業務に着手しない場合など、

この業務を遂行することに不適格であると認めたときは委託契約を解除することがあ

ります。 



 

（４）この業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む）のために生じ

た経費は受託事業者が負担するものとします。ただし、その損害が県の責めに帰する

理由による場合においては、その損害のために生じた経費は県が負担するものとし、

その額は受託事業者と協議して定めるものとします。 

（５）その他、この事業の目的を達成するために必要な業務を行っていただきます。 


